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① 総合計画上の位置付けと事務事業の背景・目的と目標 

後

期

基

本

計

画 

施策の大綱 Ⅰ市民参画の推進 
事務事業の背景・目的 事務事業の目標 

 きぬふれあいセンター(常総市隣保館)は、地域

社会における福祉の向上や人権啓発のため、住民

交流の拠点となるコミュニティセンターとして、

平成元年 4月に開館しました。 

貸館施設として運営しながら、隣保事業の根幹

を成す相談事業(生活相談)や交流促進講座開催事

業(自主事業)を継続して行い、施設の適切な管理

運営を図っています。 

築 35年を経過した施設は老朽化が進んだため、

令和 5 年度に 2 回目の大規模改修工事を行い、令

和 6年 4月にリニューアルオープンしています。 

 バリアフリー化や多目的トイレなど安心・安全・

快適に利用できる設備を充実させたほか、ソーラ

ーパネルや蓄電池設置など二次避難所としても地

域に貢献する設備も追加しています。 

・新たな利用者層の開拓と施設の認知度向上にも

つながる講座を実施し、課題である定期利用団体

の減少・利用者層の高齢化に対応します。 

 

・人権・同和問題にかかわらず、生活全般の「何で

も相談」の場として地域住民の声を聴く「生活相

談」とともに、相談員による巡回相談も随時実施

いています。今後も相談員による助言・指導を行

いながら、必要に応じ関係機関と連携し支援につ

なげる調整役を担い、相談事業の充実を図ります。 

 

・地域住民の交流拠点として、常に安心・安全・快

適に利用できる環境を整え、施設の活用の幅が一

層広がるよう、利用者のニーズを反映させながら

施設の管理を行います。 

施策の目標 
１参画と協働の仕組みをつ

くり、活動の輪を広げる 

施策 ４人権 

施策内容 
人権尊重のまちづくりの推

進 

その他、根拠法令 

及び分野別計画等 

常総市人権施策推進基本計

画 

事務事業名 
きぬふれあいセンター運営

管理経費 

 

② アクティビティ（活動・事業）とアウトプット（結果） ③ インプット（投入） 

アクティビティ（活動・事業） アウトプット（結果） 

Ｒ７予算額 Ｒ７決算額 活動名・事業名 

（対象年） 
Ｒ７活動・事業内容 指標（単位） 

Ｒ７目標値 Ｒ８目標値 

Ｒ７実績値 Ｒ９目標値 

貸館事業 

（Ｒ７・８・９） 
常総市隣保館の設置及び管理に関する条例及び同条

例施行規則に基づき施設の貸館を行います。 貸出件数（回） 
485 520 4,918 

千円 
4,566 

千円 531 550 

相談事業 

（Ｒ７・８・９） 

生活相談員を委嘱し、人権問題や生活上の相談窓口

を開設するほか相談員による巡回相談を行います。 

（きぬふれあいセンター・地域交流センター） 
相談日数（日） 

420 420 2,856 
千円 

2,856 
千円 420 420 

交流促進講座開催事業 

（Ｒ７・８・９） 
地域住民相互の理解と交流を促進するため、隣保館

独自の講座を開設します。 受講者（延べ人数） 
80 120 165 

千円 
165 
千円 150 150 

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

      
      

千円 
  

千円     

 

④ アウトカム（成果） ⑤ 点検・改善 

指標名 目標値 Ｒ７実績値 

 

業務の振り返り 改善の余地 

貸出件数 
550回 

（Ｒ９） 
531回 

交流促進講座については、昨年度より子育

て世代など若年層を対象としたことで、利用

者層の開拓・認知度向上という目標に前進し

たと考えています。今年度は夏休みに小学生

の護身術教室を開催し、「初めての来館」「存在

を初めて知った」という方が占め、課題の周知

方法は、お知らせ版と公式 LINEで知った方が

半数ずつという結果でした。講座終了後も講

師が行う教室に通う方もおり、予想以上の好

評をいただくことができました。 

貸出件数も目標値の 485回を大きくを超え、

不定期ながらもこれまで利用されて来なかっ

た方の利用機会が増えており、上記対策の効

果が現れたと判断します。 

☐コスト ☒活動 ☐成果 ☒その他 

今後の方向性 

相談日数 
420回 

（Ｒ９） 
420回 

護身術教室は継続を望む声が多いため、来

年度も引き続き実施する予定です。 

検討した講座の増数は、会場確保などの問

題もあり当面は年間１講座で対応しますが、

講座内容についてはニーズの把握や情報収集

により、集客につながるよう努めます。 

 通信環境整備などデジタル化の促進は、プ

ログラミングなど多彩な講座の開催や当館の

利用価値向上だけでなく、緊急時の地域の安

全対策にもつながるため、導入に向けた調査

研究を継続します。 

講座受講者 
150人 

（Ｒ９） 
150人 

      

      

 


